
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  ⑧ 

令和５年 12 月版 

介護保険料の手引き 

第８期（令和３～５年度） 

■武蔵野市高齢者支援課 問い合わせ先 

相談窓口 

■基幹型地域包括支援センター 
 高齢者の生活を総合的に支えていくための拠点です。介護予防ケアプランの作成、総合 
相談・支援、権利擁護、虐待早期発見・防止、地域のケアマネジャーへの支援を専門職が 
行っています。 
 
■在宅介護・地域包括支援センター 
 地域包括支援センターの機能をもち、地域の身近な相談窓口として在宅介護などに関す 
るさまざまな相談を受け付けています。担当地域別に市内６カ所に設置され、各種の介護 
支援サービスの情報提供・総合調整を行っています。ご自宅などへの訪問も可能です。 

まずは電話でご相談ください。 

【介護保険係】 

高齢者総合センター 
在宅介護・地域包括支援センター 

桜堤ケアハウス 
在宅介護・地域包括支援センター 

ゆとりえ 
在宅介護・地域包括支援センター 

吉祥寺ナーシングホーム 
在宅介護・地域包括支援センター 

 介護保険は、40 歳以上 65 歳未満の医療保険加入の方及び 65 歳以上の方が被保
険者となって保険料を納め、介護が必要と認定されたときには、１割、２割または３
割負担で介護サービスを利用できる制度です。 

介護保険は、社会全体で介護を「支え合う」制度です。 

 高齢者人口の増加にともない、介護を必要とする人が増えています。武蔵野市の人
口に占める 65 歳以上の方の比率(高齢化率)は 22.２％、75 歳以上の方の比率(後期
高齢化率)は 11.9％となっており、そのうち、65 歳以上の方のおよそ５人に１人、
75 歳以上の方のおよそ３人に１人が要支援・要介護認定を受けています。(令和３年
３月 1 日 時点) 

介護サービスに必要な費用（保険給付費）は公費と被保険者の方の保険料でまかな
われています。みなさんが納める介護保険料が、国や自治体などの公費とともに、介
護保険を健全に運営するための大切な財源となっています。 
  
 

65 歳以上の方は、原則として住所を有する区市町
村が運営する介護保険の第１号被保険者となり（介
護保険法第９条）、各区市町村が算定する介護保険料
を直接区市町村に納めます。 
 

介護保険料は、市が３年ごとに策定する介護保険事業
計画に基づいて定められます。今期は第８期となります。 

ホームページ  http://www.city.musashino.lg.jp/ 

Ｅメール     SEC-KOUREI@city.musashino.lg.jp 

0422-60-1866 

介護保険料、介護保険サービス 

利用料等に関すること 
0422-60-1845 

【介護認定係】 要介護（要支援）認定に関すること  

地図
番号 名称　 電話番号 所在地 担当地区 受付時間

① ゆとりえ ７２－０３１３ 吉祥寺南町４丁目２５番５号
吉祥寺東町
吉祥寺南町

御殿山１丁目

② 吉祥寺本町 ２３－１２１３ 吉祥寺本町４丁目２０番１３号
御殿山２丁目
吉祥寺本町

③ 高齢者総合センター ５１－１９７４ 緑町２丁目４番１号
中町、西久保
緑町、八幡町

④
吉祥寺

ナーシングホーム
２０－０８４７ 吉祥寺北町２丁目９番２号 吉祥寺北町

⑤ 桜堤ケアハウス ３６－５１３３ 桜堤１丁目９番９号
関前
境

桜堤

⑥ 武蔵野赤十字 ３２－３１５５ 境南町１丁目２６番１号 境南町

⑦
武蔵野市

地域包括支援センター
(基幹型)

６０－１９４７
緑町２丁目２番２８号

(市役所内)
市内全域

月曜日～金曜日
午前８時３０分～
午後５時１５分

　
　
　
在
宅
介
護
・

　
　
　
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

月曜日～土曜日
午前８時３０分～
午後５時１５分

上記時間外は電話が
転送され電話相談と

なります。

武蔵野赤十字 
在宅介護・地域包括支援センター 

吉祥寺本町 
在宅介護・地域包括支援センター 

武蔵野市地域包括支援センター 
（市役所高齢者支援課内） 



 

②  ⑦  

４０歳以上６５歳未満の方の介護保険料 

 40 歳以上 65 歳未満の方については、介護保険の第２号被保険者として、医療保険料と
合わせて医療保険者に納めていただきます。算定方法は医療保険者ごとに異なるため、ご加
入の医療保険者にお問合せください。 
 

医療保険料 

 
介護保険料 

（介護納付金） 

各医療保険者 

 

社会保険診療 

報酬支払基金 

介護保険の 

保険者 

（武蔵野市） 

※医療保険料と合わせて納めます。 ■納められた介護保険料は、社会保険診療報酬支払基金に 

全国一括して集められた後、区市町村に分配されます。 

６５歳以上の方の介護保険料 

 65 歳以上の方の（65 歳の誕生日前日の属する月分から）介護保険料は、お住いの自治体
（武蔵野市）に直接納めていただきます。よって、医療保険料と介護保険料の納め先が分か
れます。また、医療保険で「被扶養者」となっている方も、65 歳からはご自身の介護保険
料を納める必要があります。 
 

介護保険の 

保険者 

（武蔵野市） 

各医療保険者 

 

医療保険料 

 

介護保険料 

 65 歳以上の方の介護保険料の納め方は２種類に分かれ
ます。年金の受給状況によって、納付方法が異なります。 
 

特別徴収（年金引き落とし） 対象となる年金の受給が年額 18 万円以上の方 

 

 原則として介護保険料の納付は特別徴収が優先されるため、ご自身で納付方法を選択することはできませ

ん（介護保険法第 131 条）。特別徴収の対象となる年金は、老齢基礎・退職・障害・遺族年金です。老齢

厚生年金や恩給などは対象になりません。 

 対象となる年金を年額 18 万円以上受給している場合、年金の定期振込（年６回）の際にあらかじめ保険

料が年金から差し引かれます。 

 ただし、年度の途中で 65 歳になった場合や、武蔵野市に転入した場合、年度の途中で保険料の所得段

階が変更になった場合などは、一時的に普通徴収で納めることがあります。 

特別徴収（年金引き落とし） 

普通徴収（納付書支払い又は口座振替） 対象となる年金の受給が年額 18 万円未満の方 

 年金の受給が年額 18 万円未満の方や、新たに 65 歳になられた方、武蔵野市に転入された方は、当初は

納付書や口座振替で保険料を納めていただきます。ただし、年金の受給が年額 18 万円以上の方は、半年か

ら１年で特別徴収に自動的に切り替わります（お手続きは不要です）。また、年度途中で保険料が変更になる

と、普通徴収による支払いが発生することがあります。 

 普通徴収の方は、納付書で納付することもできますが、納め忘れの心配がない口座振替がおすすめで

す。口座振替を登録した場合、特別徴収に切り替わるまでの間は口座振替となります。 

介護保険料の納め方 

給付と財政、武蔵野市の特徴 

 介護保険給付の財源は、50％が被保険者の方の保険料、50％が公費でまかなわれていま
す。被保険者の方の負担割合は、人口構成の比率を基準として事業期ごとに政令で定められ
ます。第８期は、第１号被保険者 23％、第２号被保険者 27％で、第７期から据え置きとな
りました。公費の負担割合は、市 12.5％、東京都 12.5％、国 25％（うち５％は調整交付
金）です。 
 

第８期介護保険事業で必要な

介護サービス等の費用

介護給付費 35,792,460 千円

地域支援事業費 963,683 千円

合計 36,756,143 千円

武蔵野市では、65 歳以上の方一人あたり

の利用率・給付額が、施設サービス、在宅

サービスともに全国・東京都平均を上回っ

ています（右図）。 

 これは、介護保険制度開始以前より高齢者

福祉に力を入れ、施設サービス、在宅サービ

スともに高い水準で整備してきたことを示

しています。 

 引き続き第８期においても、中・重度の要

介護状態になっても、住み慣れた地域で安心

して暮らし続けられるよう、効率的・効果的

にサービス提供基盤を整備していきます。 

財 源 構 成 

武蔵野市の給付の特徴 
 

 

65 歳以上の方 

(第 1 号被保険者) 

23.0％ 

* ５%は調整交付金として、各区市町村の後期高齢者 

 人口や所得分布等に応じた額が交付されます。 

 

「地域包括ケア見える化システム」を使用して作成（令和元年時点） 

 

全
国 

東
京
都 

全
国 

東
京
都 



  

 

⑥  ③  

年間保険料額（４月～翌３月分）は住民税
の確定後に算定し、毎年７月に通知します。 

特別徴収の場合 

前年度から継続して特別徴収の場合、４月と６月は前年度の２月に年金から引き落とした保険料と同額をそれ

ぞれ引き落とします。８月・10 月・12 月・翌２月については、７月に通知する年間保険料額から４月と６月に

引き落とした保険料を差し引いた残額を、４回に分けて引き落とします。 

武蔵野市で初めて特別徴収となる場合は、４月・６月・８月・10 月のいずれかから開始となります。この開

始月は、年金保険者から市へ送られる通知の時期により異なります。また、年度途中の保険料変更などにより一

時的に特別徴収が停止している場合、特別徴収の再開は次の 10 月です。 

※100 円未満の端数については 10 月の引き落とし分で調整します。 

 

４月・６月は前年度の２月と同額 住民税確定後に年間保険料額を算定し７月に通知します 

普通徴収の場合 

普通徴収の場合、確定した住民税をもとに算定した年間保険料額を７月に通知します。納付回数は、第１期

（７月）から第８期（翌２月）までの８回です。１回あたりの納付額は、「年間保険料額÷８回」となります（た

だし新たに 65 歳になられた方、転入された方については、納付回数が異なる場合があります）。 

※100 円未満の端数については第１期（７月）分で調整します。 

※65 歳に到達された方、転入・転出された方、所得の修正申告等により所得段階に変更があった方などは、 

直近の保険料算定月（７月以降、翌２月まで毎月実施）で保険料を算定し、通知します。 

第８期（令和３～５年度）の介護保険料 

新型コロナウイルス感染症の拡大による経済的影響が見られる状況下で、保険料の負担を抑

制するため、第７期（平成 30～令和２年度）からすべての所得段階において保険料額を据え

置いています。所得段階区分についても、第７期と同様の 20 段階設定とし、高い累進性を維

持しています。 

 通常、介護サービスを利用する際の利用者負担は、収入や所得に応じて１割、２割または３割のいずれか

となります。ただし、保険料を納めない場合には、滞納した期間に応じて次のような措置がとられます。 

納期限を過ぎると 督促状や催告書が送付されます。また、延滞期間に応じ

て延滞金が発生する場合があります。 

１年以上滞納すると 

１年６か月以上滞納すると 

２年以上滞納すると 

 介護サービス費用の全額がいったん自己負担となりま

す。後日、申請により保険給付分の払い戻しを受けること 

になります（償還払い）。 

 介護サービス費用の全額がいったん自己負担となりま

す。保険給付分の払い戻しの全部または一部の支払いが差

し止められ、滞納している保険料に充てられます。 

保険料を納めていない期間に応じて、一定期間利用者負

担が３割または４割に引き上げられるほか、高額介護サー

ビス費などが受けられなくなります。 

介護保険料の減免・徴収猶予 

65 歳以上の被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持する方に、火災や震

災等で財産の著しい損害や減収があったとき等、条例で定める特別な事情がある場合に

は、保険料減免や徴収猶予の申請をすることができます。 

 

※申請には期限があります。減免及び徴収猶予の詳細については介護保険係までお問い 

合わせください。 

満 70 歳以上の方は「東京都シルバーパス」を購入することができます。所得によっては

1,000 円で購入することができ、この所得の証明として「介護保険料納入通知書」を利用で

きます。武蔵野市の場合、第７段階以下の方が該当します。第８段階の方は、必要に応じて

「住民税（非）課税証明書」を取得してください。 

■第８段階と第９段階を区分する合計所得金額は、介護保険負担割合１割と２割を区分する基準の一つで

ある合計所得金額 160 万円に設定し、第 10 段階と第 11 段階を区分する合計所得金額は、介護保険負

担割合２割と３割を区分する基準の一つである合計所得金額 220 万円に設定しています。 

国の定める基準所得金額が一部変更されたため、本市の所得段階の第９段階と第 10 段階を区分する

合計所得金額を 200 万円から 210 万円に、第 11 段階と第 12 段階を区分する合計所得金額を 300

万円から 320 万円に変更しました。 

第７期からの変更点 

■武蔵野市では、第７期において第１段階、第２段階の方の保険料額を、第６期と同額に据え置いていま

す。また、令和元（平成 31）年度から軽減が拡大され、第３段階、第４段階についても新たに公費によ

る軽減が導入されました。第８期においても、第７期からすべての所得段階について保険料額を据え置

くことで、引き続き低所得の方の負担に配慮した保険料設定としています。 

 

低所得の方への対応 

※公費による軽減前の金額はそれぞれ、第１段階・第２段階が 35,800 円、第３段階が 48,700 円、

第４段階が 50,200 円です。 

■所得段階の階層を区分する合計所得金額について、以下の通り一部変更しています 

保険料の所得段階と負担割合の判定 

保険料の納期限と通知方法 

保険料を納めないでいると 

すべての所得段階において、第７期と同額に据え置きました 

４月 ６月 ８月 １０月 １２月 ２月

仮 徴 収 本 徴 収

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

１期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期



 

 

⑤  ④  

介護保険料は、被保険者本人の所得や世帯の課税状況等により
算定されます。保険料の算定には「合計所得金額」を用います。 

※令和２年度税制改正において、分離課税の譲渡所得の特別控除に、 

低未利用地等の譲渡（上限 100 万円）が含まれるようになりました。 

所得段階別 介護保険料 合計所得金額とは 

合計所得金額

右記の繰越控除を受けている場合は、
その適用前の金額をいいます。

・純損失や雑損失の繰越控除
・居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除
・特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除
・上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除

・上場株式等に係る配当所得等の繰越控除
・先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除
・特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控除

税制改正（令和３年度からの適用分）への対応について 

令和２年分以後の住民税等について、給与所得控除及び公的年金等控除を 10

万円引き下げるとともに、基礎控除を 10 万円引き上げる等の税制改正が行わ

れました。 

介護保険料の算定には、地方税法上の合計所得金額（基礎控除を差し引く前

のもの）を用いるため、給与収入や年金収入が以前と同じでも税制改正の影響

で「合計所得金額」が増額となってしまうことがあります。 

このため、保険料算定に用いる合計所得金額について税制改正の影響が生じ

ないよう介護保険法施行令の見直しが行われました。 

具体的には、以下の方法で合計所得金額の調整をしたうえで、介護 

保険料の算定を行います。 

【第１段階から第６段階のかた】 

  その他の合計所得金額に給与所得が含まれる場合、給与所得控除後

の金額（所得金額調整控除（※）の適用がある場合は控除前の金

額）から 10 万円を控除します。 

【第７段階から第２０段階のかた】 

  合計所得金額に給与所得又は公的年金等に係る雑所得が含まれる場

合、合計所得金額から 10 万円を控除します。  

（いずれも、控除後の額が０円を下回る場合は、０円とします。） 

 

 

 

  

 

・事業所得 ・不動産所得
・雑所得(公的年金等)    ・給与所得
・利子所得 ・総合課税の
・総合課税の 長期譲渡所得

配当所得 一時所得の
短期譲渡所得 ２分の１

※損益通算後の金額

・短期譲渡所得

・長期譲渡所得
・上場株式等に係る配当所得
・株式等に係る譲渡所得等
・先物取引に係る雑所得等
・山林所得

分離課税の

※分離課税の譲渡所得の特別控除を受けて 
  いる場合は、その適用前の金額が合計所 
  得金額となりますが、介護保険料算定の 
  際には、適用後の金額を用います。(平成 
  30 年度からの措置です) 

第８期（令和３～５年度） 

●第１段階～第４段階に記載されている金額は公費による負担
   軽減後の額です(軽減前は第１・２段階が35,800円、
　第３段階が48,700円、第４段階が50,200円）。

●老齢福祉年金とは、国民年金が発足した昭和36年の当時に
   既に高齢等であったことを理由に国民年金を受け取ることが
   できない方を救済するために設けられた制度です。

●公的年金等の収入額には、障害年金や遺族年金等の非課
   税年金は含みません。

●生活保護を受給されている方は第１段階となります。

ご本人の

住民税は？

同一世帯に

住民税が課税

されている人は?

老齢福祉

年金は?

公的年金等の収入額と
その他の合計所得金額(※)

の合計は80万円より多い？

課税

非課税

ない

いない

いる

ある

８０万円

以下

120万円より多い

合計所得金額 によって
14段階に分かれます。

｢合計所得金額」については

右ページをご覧ください。

合計所得金額が１２５万円未満

合計所得金額が

１６０万円以上２１０万円未満

合計所得金額が

２１０万円以上２２０万円未満

合計所得金額が

１２５万円以上１６０万円未満

合計所得金額が

３２０万円以上４００万円未満

合計所得金額が

６００万円以上８００万円未満

合計所得金額が

８００万円以上１,０００万円未満

合計所得金額が

１,０００万円以上１,５００万円未満

合計所得金額が

１,５００万円以上２,０００万円未満

120万円以下

第１段階 ２１,０００円
（月額 １,７５０円）

第２段階 ２１,０００円
（月額 １,７５０円）

第３段階 ３０,０００円
（月額 ２,５００円）

第７段階 ７８,７００円
（月額およそ ６,５５８円）

第４段階 ４６,５００円

（月額 ３,８７５円）

第５段階 ６０,０００円
（月額 ５,０００円）

第11段階 １０７,１００円
（月額 ８,９２５円）

第10段階 １０４,９００円
（月額およそ ８,７４１円）

第８段階 ８８,４００円

（月額およそ ７,３６６円）

第９段階 ８９,２００円

（月額およそ ７,４３３円）

第14段階 １５３,６００円
（月額 １２,８００円）

第15段階 １７６,０００円
（月額およそ １４,６６６円）

第16段階 １９４,７００円

（月額 １６,２２５円）

第17段階 ２０９,７００円
（月額 １７,４７５円）

第６段階 ６７,４００円
（月額およそ ５,６１６円）

公的年金等の収入額と
その他の合計所得金額(※)

の合計は80万円より多い？

８０万円以下

８０万円より多い

なおかつ

120万円より
多い？

８０万円
より多い

合計所得金額が

２,０００万円以上３,０００万円未満

合計所得金額が

３,０００万円以上５,０００万円未満

合計所得金額が
５,０００万円以上

第18段階 ２２４,７００円
（月額 １８,７２５円）

第19段階 ２４７,２００円
（月額 ２０,６００円）

第20段階 ２５４,６００円
（月額およそ ２１,２１６円）

合計所得金額が

２２０万円以上３２０万円未満

第12段階 １１６,１００円
（月額 ９,６７５円）

合計所得金額が

４００万円以上６００万円未満
第13段階 １３４,８００円
（月額およそ １１,２３３円）

(※)その他の合計所得金額

とは、合計所得金額から公

的年金等に係る雑所得金額

を差し引いたものです。

「住民税」とは、市町村民税と都道府県民税

からなる個人住民税を指します。

（※）所得金額調整控除とは、給与所得及び公的年金等係る雑所得の金額の合計額が 
10 万円をこえる場合に適用される控除のこと。 



  

 

⑥  ③  

年間保険料額（４月～翌３月分）は住民税
の確定後に算定し、毎年７月に通知します。 

特別徴収の場合 

前年度から継続して特別徴収の場合、４月と６月は前年度の２月に年金から引き落とした保険料と同額をそれ

ぞれ引き落とします。８月・10 月・12 月・翌２月については、７月に通知する年間保険料額から４月と６月に

引き落とした保険料を差し引いた残額を、４回に分けて引き落とします。 

武蔵野市で初めて特別徴収となる場合は、４月・６月・８月・10 月のいずれかから開始となります。この開

始月は、年金保険者から市へ送られる通知の時期により異なります。また、年度途中の保険料変更などにより一

時的に特別徴収が停止している場合、特別徴収の再開は次の 10 月です。 

※100 円未満の端数については 10 月の引き落とし分で調整します。 

 

４月・６月は前年度の２月と同額 住民税確定後に年間保険料額を算定し７月に通知します 

普通徴収の場合 

普通徴収の場合、確定した住民税をもとに算定した年間保険料額を７月に通知します。納付回数は、第１期

（７月）から第８期（翌２月）までの８回です。１回あたりの納付額は、「年間保険料額÷８回」となります（た

だし新たに 65 歳になられた方、転入された方については、納付回数が異なる場合があります）。 

※100 円未満の端数については第１期（７月）分で調整します。 

※65 歳に到達された方、転入・転出された方、所得の修正申告等により所得段階に変更があった方などは、 

直近の保険料算定月（７月以降、翌２月まで毎月実施）で保険料を算定し、通知します。 

第８期（令和３～５年度）の介護保険料 

新型コロナウイルス感染症の拡大による経済的影響が見られる状況下で、保険料の負担を抑

制するため、第７期（平成 30～令和２年度）からすべての所得段階において保険料額を据え

置いています。所得段階区分についても、第７期と同様の 20 段階設定とし、高い累進性を維

持しています。 

 通常、介護サービスを利用する際の利用者負担は、収入や所得に応じて１割、２割または３割のいずれか

となります。ただし、保険料を納めない場合には、滞納した期間に応じて次のような措置がとられます。 

納期限を過ぎると 督促状や催告書が送付されます。また、延滞期間に応じ

て延滞金が発生する場合があります。 

１年以上滞納すると 

１年６か月以上滞納すると 

２年以上滞納すると 

 介護サービス費用の全額がいったん自己負担となりま

す。後日、申請により保険給付分の払い戻しを受けること 

になります（償還払い）。 

 介護サービス費用の全額がいったん自己負担となりま

す。保険給付分の払い戻しの全部または一部の支払いが差

し止められ、滞納している保険料に充てられます。 

保険料を納めていない期間に応じて、一定期間利用者負

担が３割または４割に引き上げられるほか、高額介護サー

ビス費などが受けられなくなります。 

介護保険料の減免・徴収猶予 

65 歳以上の被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持する方に、火災や震

災等で財産の著しい損害や減収があったとき等、条例で定める特別な事情がある場合に

は、保険料減免や徴収猶予の申請をすることができます。 

 

※申請には期限があります。減免及び徴収猶予の詳細については介護保険係までお問い 

合わせください。 

満 70 歳以上の方は「東京都シルバーパス」を購入することができます。所得によっては

1,000 円で購入することができ、この所得の証明として「介護保険料納入通知書」を利用で

きます。武蔵野市の場合、第７段階以下の方が該当します。第８段階の方は、必要に応じて

「住民税（非）課税証明書」を取得してください。 

■第８段階と第９段階を区分する合計所得金額は、介護保険負担割合１割と２割を区分する基準の一つで

ある合計所得金額 160 万円に設定し、第 10 段階と第 11 段階を区分する合計所得金額は、介護保険負

担割合２割と３割を区分する基準の一つである合計所得金額 220 万円に設定しています。 

国の定める基準所得金額が一部変更されたため、本市の所得段階の第９段階と第 10 段階を区分する

合計所得金額を 200 万円から 210 万円に、第 11 段階と第 12 段階を区分する合計所得金額を 300

万円から 320 万円に変更しました。 

第７期からの変更点 

■武蔵野市では、第７期において第１段階、第２段階の方の保険料額を、第６期と同額に据え置いていま

す。また、令和元（平成 31）年度から軽減が拡大され、第３段階、第４段階についても新たに公費によ

る軽減が導入されました。第８期においても、第７期からすべての所得段階について保険料額を据え置

くことで、引き続き低所得の方の負担に配慮した保険料設定としています。 

 

低所得の方への対応 

※公費による軽減前の金額はそれぞれ、第１段階・第２段階が 35,800 円、第３段階が 48,700 円、

第４段階が 50,200 円です。 

■所得段階の階層を区分する合計所得金額について、以下の通り一部変更しています 

保険料の所得段階と負担割合の判定 

保険料の納期限と通知方法 

保険料を納めないでいると 

すべての所得段階において、第７期と同額に据え置きました 

４月 ６月 ８月 １０月 １２月 ２月

仮 徴 収 本 徴 収

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

１期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期



 

②  ⑦  

４０歳以上６５歳未満の方の介護保険料 

 40 歳以上 65 歳未満の方については、介護保険の第２号被保険者として、医療保険料と
合わせて医療保険者に納めていただきます。算定方法は医療保険者ごとに異なるため、ご加
入の医療保険者にお問合せください。 
 

医療保険料 

 
介護保険料 

（介護納付金） 

各医療保険者 

 

社会保険診療 

報酬支払基金 

介護保険の 

保険者 

（武蔵野市） 

※医療保険料と合わせて納めます。 ■納められた介護保険料は、社会保険診療報酬支払基金に 

全国一括して集められた後、区市町村に分配されます。 

６５歳以上の方の介護保険料 

 65 歳以上の方の（65 歳の誕生日前日の属する月分から）介護保険料は、お住いの自治体
（武蔵野市）に直接納めていただきます。よって、医療保険料と介護保険料の納め先が分か
れます。また、医療保険で「被扶養者」となっている方も、65 歳からはご自身の介護保険
料を納める必要があります。 
 

介護保険の 

保険者 

（武蔵野市） 

各医療保険者 

 

医療保険料 

 

介護保険料 

 65 歳以上の方の介護保険料の納め方は２種類に分かれ
ます。年金の受給状況によって、納付方法が異なります。 
 

特別徴収（年金引き落とし） 対象となる年金の受給が年額 18 万円以上の方 

 

 原則として介護保険料の納付は特別徴収が優先されるため、ご自身で納付方法を選択することはできませ

ん（介護保険法第 131 条）。特別徴収の対象となる年金は、老齢基礎・退職・障害・遺族年金です。老齢

厚生年金や恩給などは対象になりません。 

 対象となる年金を年額 18 万円以上受給している場合、年金の定期振込（年６回）の際にあらかじめ保険

料が年金から差し引かれます。 

 ただし、年度の途中で 65 歳になった場合や、武蔵野市に転入した場合、年度の途中で保険料の所得段

階が変更になった場合などは、一時的に普通徴収で納めることがあります。 

特別徴収（年金引き落とし） 

普通徴収（納付書支払い又は口座振替） 対象となる年金の受給が年額 18 万円未満の方 

 年金の受給が年額 18 万円未満の方や、新たに 65 歳になられた方、武蔵野市に転入された方は、当初は

納付書や口座振替で保険料を納めていただきます。ただし、年金の受給が年額 18 万円以上の方は、半年か

ら１年で特別徴収に自動的に切り替わります（お手続きは不要です）。また、年度途中で保険料が変更になる

と、普通徴収による支払いが発生することがあります。 

 普通徴収の方は、納付書で納付することもできますが、納め忘れの心配がない口座振替がおすすめで

す。口座振替を登録した場合、特別徴収に切り替わるまでの間は口座振替となります。 

介護保険料の納め方 

給付と財政、武蔵野市の特徴 

 介護保険給付の財源は、50％が被保険者の方の保険料、50％が公費でまかなわれていま
す。被保険者の方の負担割合は、人口構成の比率を基準として事業期ごとに政令で定められ
ます。第８期は、第１号被保険者 23％、第２号被保険者 27％で、第７期から据え置きとな
りました。公費の負担割合は、市 12.5％、東京都 12.5％、国 25％（うち５％は調整交付
金）です。 
 

第８期介護保険事業で必要な

介護サービス等の費用

介護給付費 35,792,460 千円

地域支援事業費 963,683 千円

合計 36,756,143 千円

武蔵野市では、65 歳以上の方一人あたり

の利用率・給付額が、施設サービス、在宅

サービスともに全国・東京都平均を上回っ

ています（右図）。 

 これは、介護保険制度開始以前より高齢者

福祉に力を入れ、施設サービス、在宅サービ

スともに高い水準で整備してきたことを示

しています。 

 引き続き第８期においても、中・重度の要

介護状態になっても、住み慣れた地域で安心

して暮らし続けられるよう、効率的・効果的

にサービス提供基盤を整備していきます。 

財 源 構 成 

武蔵野市の給付の特徴 
 

 

65 歳以上の方 

(第 1 号被保険者) 

23.0％ 

* ５%は調整交付金として、各区市町村の後期高齢者 

 人口や所得分布等に応じた額が交付されます。 

 

「地域包括ケア見える化システム」を使用して作成（令和元年時点） 

 

全
国 

東
京
都 

全
国 

東
京
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①  ⑧ 

令和５年 12 月版 

介護保険料の手引き 

第８期（令和３～５年度） 

■武蔵野市高齢者支援課 問い合わせ先 

相談窓口 

■基幹型地域包括支援センター 
 高齢者の生活を総合的に支えていくための拠点です。介護予防ケアプランの作成、総合 
相談・支援、権利擁護、虐待早期発見・防止、地域のケアマネジャーへの支援を専門職が 
行っています。 
 
■在宅介護・地域包括支援センター 
 地域包括支援センターの機能をもち、地域の身近な相談窓口として在宅介護などに関す 
るさまざまな相談を受け付けています。担当地域別に市内６カ所に設置され、各種の介護 
支援サービスの情報提供・総合調整を行っています。ご自宅などへの訪問も可能です。 

まずは電話でご相談ください。 

【介護保険係】 

高齢者総合センター 
在宅介護・地域包括支援センター 

桜堤ケアハウス 
在宅介護・地域包括支援センター 

ゆとりえ 
在宅介護・地域包括支援センター 

吉祥寺ナーシングホーム 
在宅介護・地域包括支援センター 

 介護保険は、40 歳以上 65 歳未満の医療保険加入の方及び 65 歳以上の方が被保
険者となって保険料を納め、介護が必要と認定されたときには、１割、２割または３
割負担で介護サービスを利用できる制度です。 

介護保険は、社会全体で介護を「支え合う」制度です。 

 高齢者人口の増加にともない、介護を必要とする人が増えています。武蔵野市の人
口に占める 65 歳以上の方の比率(高齢化率)は 22.２％、75 歳以上の方の比率(後期
高齢化率)は 11.9％となっており、そのうち、65 歳以上の方のおよそ５人に１人、
75 歳以上の方のおよそ３人に１人が要支援・要介護認定を受けています。(令和３年
３月 1 日 時点) 

介護サービスに必要な費用（保険給付費）は公費と被保険者の方の保険料でまかな
われています。みなさんが納める介護保険料が、国や自治体などの公費とともに、介
護保険を健全に運営するための大切な財源となっています。 
  
 

65 歳以上の方は、原則として住所を有する区市町
村が運営する介護保険の第１号被保険者となり（介
護保険法第９条）、各区市町村が算定する介護保険料
を直接区市町村に納めます。 
 

介護保険料は、市が３年ごとに策定する介護保険事業
計画に基づいて定められます。今期は第８期となります。 

ホームページ  http://www.city.musashino.lg.jp/ 

Ｅメール     SEC-KOUREI@city.musashino.lg.jp 

0422-60-1866 

介護保険料、介護保険サービス 

利用料等に関すること 
0422-60-1845 

【介護認定係】 要介護（要支援）認定に関すること  

地図
番号 名称　 電話番号 所在地 担当地区 受付時間

① ゆとりえ ７２－０３１３ 吉祥寺南町４丁目２５番５号
吉祥寺東町
吉祥寺南町

御殿山１丁目

② 吉祥寺本町 ２３－１２１３ 吉祥寺本町４丁目２０番１３号
御殿山２丁目
吉祥寺本町

③ 高齢者総合センター ５１－１９７４ 緑町２丁目４番１号
中町、西久保
緑町、八幡町

④
吉祥寺

ナーシングホーム
２０－０８４７ 吉祥寺北町２丁目９番２号 吉祥寺北町

⑤ 桜堤ケアハウス ３６－５１３３ 桜堤１丁目９番９号
関前
境

桜堤

⑥ 武蔵野赤十字 ３２－３１５５ 境南町１丁目２６番１号 境南町

⑦
武蔵野市

地域包括支援センター
(基幹型)

６０－１９４７
緑町２丁目２番２８号

(市役所内)
市内全域

月曜日～金曜日
午前８時３０分～
午後５時１５分

　
　
　
在
宅
介
護
・

　
　
　
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

月曜日～土曜日
午前８時３０分～
午後５時１５分

上記時間外は電話が
転送され電話相談と

なります。

武蔵野赤十字 
在宅介護・地域包括支援センター 

吉祥寺本町 
在宅介護・地域包括支援センター 

武蔵野市地域包括支援センター 
（市役所高齢者支援課内） 


